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本日の構成

１．２０１７年度税制改正大綱の概要

２．ＮＩＳＡの見直し
（１）積立ＮＩＳＡ（案）の概要
（２）積立ＮＩＳＡ（案）の対象銘柄
（３）ＮＩＳＡのロールオーバー限度額の撤廃
（４）現行ＮＩＳＡと積立ＮＩＳＡ（案）、どちらを選ぶ？

３．配偶者控除の見直し
（１）改正の概要
（２）増税・減税になる世帯は？
（３）女性の働き方への影響は？
（４）証券投資への影響は？



１．２０１７年度税制改正大綱の概要

所得税 ・配偶者控除の見直し
・医療費控除について税務署への領収書提出が不要に

証券税制 ・積立ＮＩＳＡの導入
・ＮＩＳＡのロールオーバー限度額を撤廃

法人税 ・２％以上の賃上げを行った企業に減税
・研究開発税制の見直し（研究開発費を大きく増やした企業に減税）
・スピンオフ税制の整備

国際課税 ・タックスヘイブン対策税制の見直し

固定資産税 ・タワーマンションの評価を見直し（高層階を増税・低層階を減税）

車の税制 ・エコカー減税の基準を厳格化

酒税 ・ビール類の税率を10年かけて一本化
（出所）自由民主党・公明党「平成29年度税制改正大綱」（以下、大綱）および現行法令をもとに大和総研作成



２．ＮＩＳＡの見直し （１）積立ＮＩＳＡの概要
積立NISA（案） 現行NISA

商品の購入方法 定期かつ継続的な方法
による買付け

単発で金融商品を購入することも、
定期・定額で購入することも可能

投資対象商品
公募等株式投資信託のうち
累積投資に適した商品性を
有するもの

上場株式、公募株式投信、REIT、
ETFなど

非課税対象 分配金、譲渡益 配当・分配金、譲渡益

新規投資が
可能な期間 2018年～2037年（20年間） 2014年～2023年（10年間）

運用益非課税で
保有できる期間 最長20年間 最長5年間

（ただし、ロールオーバー可能）

各年の非課税枠 40万円 2014年・2015年…100万円
2016年以後…120万円

非課税枠の累計 40万円×20年間＝800万円 120万円×5年間＝600万円

両制度の関係 現行NISAと積立NISA（案）は年単位で選択制

（出所）大綱および現行法令をもとに大和総研作成



積立NISA（案）のイメージ
時点→ 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56

投資開始年↓

2018年 40

2019年 40

2020年 40

2021年 40

2022年 40

2023年 40

2024年 40

2025年 40

2026年 40

2027年 40

2028年 40

2029年 40

2030年 40

2031年 40

2032年 40

2033年 40

2034年 40

2035年 40

2036年 40

2037年 40

2038年 2038年における新規投資は不可（2037年末をもって終了）
（出所）大綱をもとに大和総研作成

非課税で保有できる期間:20年

新規投資が

可能な期間:20年

2037年には累計非

課税枠が800万円

（40万円×20年）に

達する

積立NISA（案）において

はロールオーバーは想

定されていないものと

考えられる



（２）積立NISA（案）の対象銘柄

公募等株式投資信託（公募または上場の株式投資信託）のうち、累積投資に適した
商品性を有するものとして次に掲げる事項が投資信託約款に記載されているもの

① 信託契約期間の定めがないこと又は20年以上の信託契約期間が定められて

いること

② 収益の分配は、原則として信託の計算期間ごとに行うこととされており、かつ、

月ごとに行うこととされていないこと

③ 信託財産は、複数の銘柄の有価証券又は複数の種類の特定資産に対して

分散投資をして運用を行い、

かつ、 一定の場合を除いてデリバティブ取引への投資による運用を行わないこと

④ その他一定の事項

（出所）大綱をもとに大和総研作成



（３）ＮＩＳＡのロールオーバー限度額の撤廃

時点→ 2014年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年

投資開始年↓

2014年 100

2015年 100

2016年 120

2017年 120

2018年 120

2019年 120

2020年 120

2021年 120

2022年 120

2023年 120

（注）図中の金額はロールオーバーによらない原則の非課税枠（単位：万円）を示す。
（出所）大綱をもとに大和総研作成

2018年末時点で時価が200万円

に増加（2019年分の非課税枠

120万円を超過）していても

ロールオーバー可能



改正後のジュニアＮＩＳＡのイメージ

（2017年に0歳で口座開設した場合）
1/1の年齢→ （誕生前） 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17歳 18歳 19歳
時点→ 2017年18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年 35年 36年 37年

投資開始年↓

2017年 80

2018年 80

2019年 80

2020年 80

2021年 80

2022年

2023年

2024年

2025年

2026年

2027年

2028年

（出所）大綱をもとに大和総研作成

継続管理勘定

（ロールオーバー専用

の受け入れ枠）

5年目の年末時点の価格

にかかわらず全額をロー

ルオーバー可能となる



（４）現行ＮＩＳＡと積立ＮＩＳＡ（案）、どちらを選ぶ？
積立NISA（案） 現行NISA（大綱による改正後）

投資方法 × 定期かつ継続的方法に限定 ○ 単発の金融商品を購入も、
定期・定額で購入も可能

投資対象商品 ×
公募株式投信、ETFのうち
一定の要件を満たすものに
限定（個別の上場株式や

REITは不可）
○ 上場株式、公募株式投信、REIT、

ETFなど

新規投資が
可能な期間 ○ 2018年から2037年まで

20年間 × 2014年から2023年まで10年間

運用益非課税で
保有できる期間 ○

最長20年間
（ロールオーバーは

不可と考えられる）
×

最長5年間
（ただし、ロールオーバーにより

最長10年間とできる）

各年の非課税枠 × 40万円 ○ 2016年以後…120万円

非課税枠の累計 ○ 40万円×20年間＝800万円 × 120万円×5年間＝600万円

（注）積立NISA（案）と現行NISAを比較して自由度が高く有利な方（限度額が大きい、対象が広い、等）を○、不利な方を×とした。
（出所）大和総研作成



累計投資額（元本）の上限の推移
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積立NISA（案）
現行NISA

当面は現行NISAの方

が累計投資額の上限

は大きい

2032年に600

万円に達する

（注）現行法令と大綱記載の内容を考慮。現行NISAと積立NISA（案）を併用する場合は考慮していない。
（出所）現行法令、大綱をもとに大和総研作成



現行NISAと積立NISA（案）、どちらが向いているか？

積立NISA（案）が向いている人 現行NISAが向いている人

売買を行う

時期の希望

定時・定額で買い付ける時間分散

投資を行って、平均的な買付コスト

を低く抑えることを狙いたい

株価の変動を見極めて、価格が

低い時期に買い付けて、価格が

高い時期に売り抜けることにより、

売買益を狙いたい

投資対象商品

の希望

分散投資された公募株式投信・

ETFを購入することでボラティリティを

抑え市場平均のリターンを狙いたい

自分で投資対象を考え、

個別の上場株式やREITなどに

投資することで市場平均を上回る

リターンを狙いたい

投資資金

の性質

手元に預貯金等はあまりなく、これ

からの毎月の家計の黒字分を使って

投資していきたい

これからの毎月の家計の黒字分

に加えて、現在手元にある預貯金

等も投資に振り向けたい

投資金額
投資に振り向けられるのは

年間40万円の範囲内

年間40万円を超えて

投資を行いたい
（出所）大綱および現行法令をもとに大和総研作成



３．配偶者控除の見直し （１）改正の概要
妻（年収のうちの少ない方）の年収でみた場合

妻[夫婦のうち年収が低い方]の年収

103万円 141万円

配偶者控除
（適用範囲は
改正せず） 現行の

配偶者特別控除

150万円 201万円

38万円

0

所得控除額

（38万円） （76万円） （85万円） （123万円）
給与収入
（所得[注]）

配偶者特別控除の
控除金額・適用範囲を拡大

（注）給与所得控除を控除した後の「合計所得金額」による。
この図表では夫[夫婦のうち年収が高い方]の年収による配偶者控除・配偶者特別控除の所得制限は考慮していない。

（出所）大綱をもとに大和総研作成



夫（年収のうちの多い方）の年収でみた場合

夫[夫婦のうち年収が高い方]の年収

1,120万円

配偶者控除適用可

1,220万円
0

（900万円） （1,000万円）
給与収入
（所得[注]）

（注）給与所得控除を控除した後の「合計所得金額」による。
この図表では妻[夫婦のうち年収が低い方]の年収による配偶者特別控除の控除額の縮小は考慮していない。

（出所）大綱をもとに大和総研作成

改正により
配偶者控除

の控除額を縮小

改正により
配偶者控除
を適用不可に

現行制度では夫の年収に関係なく配偶者控除適用可

所得控除額

38万円

38万円

0

現行

改正案



（２）増税・減税になる世帯は？
●現役世帯・給与所得者（所得が給与のみ）の場合

0～104 105～140141～201 202～1,120 1,121～1,220 1,221～

0～103

104 ― 増税 増減なし

105～140 ―
ケースバイ
ケース

増減なし

141～201 増減なし

202～1,120

（出所）大綱をもとに大和総研作成

―

―

夫（夫婦のうち高い方）の年収

妻

（
夫
婦
の
う
ち
低
い
方

）
の
年
収

金額：万円
（給与収入換算）

増減なし

減税

増税

減税

増減なし

増減なし



●年金受給世帯（所得が年金のみ）の場合

0～159 160～195 196～243 244～1,111

0～158

159 ―

160～195 ―

196～243

244～1,111 増減なし

（出所）大綱をもとに大和総研作成

金額：万円
（年金収入換算）

夫（夫婦のうち高い方）の年収

妻

（
夫
婦
の
う
ち
低
い
方

）
の
年
収

増減なし

減税

― 減税

―

増減なし



（３）女性の働き方への影響は？

そもそも「103万円の壁」「130万円の壁」とは・・・ （現状）

• 「配偶者控除」そのものは（夫の所得が1,000万円超の場合を除いては）

就業調整を行う合理的な動機とはなっていない。

• ただし、「配偶者控除」は企業の「配偶者手当」支給の
ベンチマークとなることにより「103万円の壁」を形成。

• このほか、社会保険加入による「130万円の壁」
（大企業等においては「106万円の壁」）も存在。



○税制改正そのものによる
「女性の働き方」への影響は、ほぼない

税制改正後も、以下の金額の手前までで
働くのをやめる動機が残る

①夫の企業に配偶者手当あり
（配偶者控除の適用が条件） ⇒103万円

②妻自身が大企業等で働く ⇒106万円

③妻自身が中小企業等で働く ⇒130万円

⇒企業の配偶者手当・社会保険の加入扱いが焦点に



（４）証券投資への影響は？

改正後も配偶者控除
38万円控除可能

現行では配偶者控除が
受けられるが、

改正後は適用不可に！

現行では控除不可だが、
改正後は配偶者特別控除
適用可（38万円控除）に！

配偶者控除の所得制限は、給与所得だけでなく、
確定申告分を含む所得の合計額（合計所得金額）で判定される。

（例１） 夫の給与所得850万円
妻の所得ゼロ（専業主婦）

（例２） 夫の所得1,010万円
（給与所得850万円＋株式譲渡所得160万円※）

妻の所得ゼロ（専業主婦）

（例３） 夫の給与所得850万円
妻の所得80万円
（専業主婦で、株式譲渡所得80万円※）

※ 確定申告した場合


